
©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

再生可能エネルギー導入拡大に向けた
系統の現状と今後

2017年10月31日

東京電力ホールディングス株式会社
経営企画ユニット系統広域連系推進室長

穴井 徳成



2©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

電気事業が直面する変革ドライバー(5D)

① De-population（人口減少）
② Deregulation（自由化）
③ De-carbonization（脱炭素化）
④ Decentralization（分散化）
⑤ Digitalization（デジタル化）
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電気事業（東京電力）の規模推移

国内GDP

最大需要(kW)

販売電力量(kWh)

1951

(出典)数表で見る東京電力

（倍）1951年度を1とした指数
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【参考】 De-population(人口減少)

(出典)国土交通省「新たな「国土のグランドデザイン」報告書」,2014年

＜国土交通省『国土のグランドデザイン2050～対流促進型国土の形成～』＞

2050年に6割の地域で
人口が半減以下

あらゆる分野のインフラが
持続性の課題に直面
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アンバンドリングとパワープール

発電

小売

バランスグループ
(BG)毎に30分

単位で一致
相対取引/
卸取引所

送配電事業者
調整

調整

東京電力エリアのパワープール

プールの管理責任者
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アンバンドリングと発電所の役割（４つの市場）

発電所 電気１次
エネルギー

化石燃料、
再生可能エネルギー、
原子力

①エネルギー(kWh)
②容量(capacity)（kW)
③柔軟性（ΔkW, ΔkWh)

固定費
（減価償却費、O&M費等）

(④非化石価値)



7©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

再エネによるデュレーションカーブの変化

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

(kW)

(h)

ベース供給力

ミドル供給力

ピーク供給力

ピークは余り減らない
＝BERの必要量(kW)は不変

価格の低下
設備利用率の低下

DERが供給する需要

BERに残された需要

残余需要の
デュレーションカーブ

DERなし

DER10%

DER20%DER30%

kWhの価値は
低下していく

BER: Bulk Energy Resources (系統電源)
DER: Distributed Energy Resources (分散電源)
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電力市場のリパワリング

2020年時点 将来

需給調整市場（ΔkW(h))、容量市場(kW)
が設立され３つの価値が取引可能に。

分散型電源の進展で、市場におけるkWh
の量・価格が低下。柔軟性と容量の価値取
引が主体に。

kWh

ΔkW(h)
kW

kWh

kW

ΔkW(h)
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システム改革後の電力システム
� 再エネ・DR・スマートコミュニティなど分散化と系統・市場の広域化が

同時に進展
� 人口減少・省エネ進展により、当面の電力需要は減少
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再エネ導入拡大に向けた３つの取り組み

10

風力大量導入
地域

高需要地域

太陽光発電の出力変化
太陽光発電出力出力比率 [%]

(出典)  資源エネルギー庁 エネルギー白書

晴天

曇り

雨天

� 再エネの導入拡大には以下の取り組みが必要
① 再エネの経済性確保
② 風力・太陽光などの出力変動に対する柔軟性確保
③送電ネットワーク(NW)の容量確保
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①再エネ：経済性（エネルギー:kWh）
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日本のPVロードマップと買取価格推移
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0 2,000 4,000 6,000 8,000 

発電コスト(円/kWh)

累計導入量(万kW)

2030年 7,900万kW2030年 5,300万kW

2020年 2,800万kW

7

14
2020年 3,700万kW

2012年度

2017年度

（出典）NEDO(2009)、環境省(2009)を基に作成

黒実線：NEDO(2009)
黒点線：環境省(2009)

【FIT】
40円/kWh

【FIT】
2,000kW以上：入札
10～2,000kW：21円/kWh

NEDO PVチャレンジ
2020年：14円/kWh
2030年： 7円/kWh

＜非住宅用PVシステム価格＞
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【参考】海外のPVコストと最近の入札結果事例

(出典)資源エネルギー庁「太陽光発電競争力強化研究会報告書」,2016年
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【参考】米国DOE SunShot 2030

(出典):DOE（2016）

住宅用
18 → 5セント

商業用
13 → 4セント

メガソーラー
7 → 3セント

� 2016年11月、新たな目標（2030年）を公表
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②再エネ：柔軟性（調整力:ΔkW（h））
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可変速揚水発電設備の外観

柔軟性（調整力）確保の取り組み例①（揚水発電）

揚水による再エネ拡大のイメージ揚水による柔軟性確保のイメージ
(出典)資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会

新エネルギー小委員会 系統ワーキンググループ 第1回資料５,2015年

ベースロード電源

風力

太陽光

火力電源（最低出力）

揚水の活用による調整

再エネの出力抑制

火力の下げ代

（揚水発電）

需
要

（揚水動力）

（揚水動力）

再エネ導入量

抑制時間

揚水なし
当社揚水全台活用

揚水発電の活用により
再エネ統合拡大

� 揚水発電は、電気を貯蔵し、再エネ発電と電力
消費の時間的ミスマッチを解消することが可能

� 揚水発電を活用することで柔軟性（調整力）
を拡大でき、再エネ拡大に貢献
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ウィンド
ファーム

ウィンド
ファーム

ウィンド
ファーム

北海道地域内
の系統

既設地域間
連系線

既設地域間
連系線の活用

ウィンド
ファーム

＜実証試験スキーム概要＞

既設地域間連系線の活用

東京電力PGの調整力を利用し、北海
道の調整力不足を解消。

風力発電出力制
御技術の導入

調整力が不足する場合には、風力発
電の出力を制御し、電力系統の安定
化を図る。

風力発電出力制御技術の導入

柔軟性（調整力）確保の取り組み例②（広域化）
� 北海道電力は系統の柔軟性（調整力）不足で連系可能量を設定
� 東京電力PGから柔軟性（調整力）を調達し、連系可能量を20万

kW拡大
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②電気を買取
（実需給）

【参考】運用方法

北海道電力
前日スポット市

場
送配電部門

風力事業者 ①電気を供出
（予測）

東京電力PG

③柔軟性（調整力）
① = ② + ③

� 北海道電力（送配電部門）は風力発電出力予測値（30分値）
に基づいて、前日スポット市場に供出（①）

� 市場に供出する電気（①）と実需給断面の風力発電出力（②）
の差分に対する調整に、地域間連系線を介して東京電力PGから調
達する柔軟性（調整力）（③）を利用
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今後の柔軟性（調整力）の広域化

ΔPT

火力 揚水 火力

0

MAX

再エネの出力増

送配電事業者B

エリア A
連系線

揚水
風力

0

MAX

指令(出力減)

送配電事業者A

エリア B

� 多様な柔軟性（調整力）を全国市場取引。余力のある地域の
火力・揚水発電などを有効活用して再エネ導入拡大

全国需給調整市場

柔軟性（調整力）を入札

柔軟性（調整力）を調達

DR・蓄電池 DR・蓄電池

中央給電指令所 中央給電指令所
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③再エネ：送電ネットワークの有効活用
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送電NWの有効活用(コネクト・アンド・マネージの導入へ)

最大電力需要の推移 送電NW設備の
利用効率の推移

送電NWの有効活用・再エネ導入拡大の観点から、
コネクト・アンド・マネージを議論

� 需要減少・既存電源の低稼働化・低稼働な再エネ導入拡大に伴い、
送電NWの設備稼働率が低下

� 再エネ導入拡大に向け、局所的な系統制約も課題

(出典)電力広域的運営機関「広域系統長期方針」2017年
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コネクト・アンド・マネージのイメージ

既設電源 既設電源

新設電源 新設電源

差替

送電容量

送電線潮流
時間8760

年間電源抑制電力量

送電線潮流
送電容量

増強

抑制

増出力増強

非稼働

稼働
非稼働

稼働
時間

8760

設備増強 電源差替

増強回避

選択

※kWh価値,kW価値,ΔkW価値,非化石価値

（出典）資源エネルギー庁「再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」第4回資料1,2017年

� 費用対便益の低い設備増強を回避し、電源・流通全体でのコ
スト最小化をはかる（再エネ接続に限定した課題ではない）
¾ Non-firm接続：一時的な電源抑制を許容(既設・新設)
¾ 費用対便益：設備増強と電源差替の費用※を定量的に比較
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【参考】電源差替え方式

A2
混雑

G
発電制約 値差(価格

シグナル)
混雑

G

G

抑制

エリアA

A1 市場価格低

市場価格高
エリア内
市場価格一様

卸市場

TSO

指令

指令

電源差替

約定

G

【ケース①】再給電方式 【ケース②】間接オークション

日本供給エリア内
英国内、北欧エリア内 等

日本供給エリア間(2018年度~)
米国RTO(ISO)内、北欧エリア間 等

（出典）資源エネルギー庁「 再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」第4回資料1,2017年(一部修正)

� 混雑解消のため、送電側の電源出力抑制と受電側の電源出力
の増加が必要(電源差替え)
¾再給電方式：TSOが出力調整(系統利用者は混雑を認識せず)
¾間接オークション：市場で出力決定(系統利用者が混雑認識)
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コネクト・アンド・マネージの海外事例

（出典）資源エネルギー庁「 再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」第4回資料1,2017年

＜コネクト・アンド・マネージ（系統容量不足の管理等）に関する海外事例＞

国名 政策名 概要
英国 Connect & Manage ※ 送電網の増強前に接続許可し、出力抑制時には有償。

アイルランド Non-Firm Access
系統増強前にNon-Firm契約を結び、接続許可。
ローカル系統混雑時にはNon-Firm契約者は最初に
出力抑制対象となり、かつ無補償。

ドイツ Priority Connection
系統運用者は再エネを優先的に接続許可し、系統容
量不足時は遅滞なく系統増強する。系統混雑による
出力抑制時には有償。

米国 Implicit Auction 市場原理に基づきスポット市場を介して系統利用を行
う方式。

※「コネクト・アンド・マネージ」は英国の方式に限定されない

� 電源差替え方式
¾ 欧州は再給電方式が多い(抑制補償に共通の考え方は無い)
¾ 米国は間接オークション方式
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� 低炭素化の政策目標達成・廃止電源の代替供給力の確保が課題

� 発電投資のインセンティブ・環境整備を目的にコネクト・
アンド・マネージを一部導入

英国のコネクト・アンド・マネージ概要

・系統制約時は当該電源を抑制
・バランシングメカニズムに基づき補償

(託送費回収)

発電所

送電線 主要変電所までの
最低限の工事※2：
Enable works

上記を除く必要な工事：
Wider works

変電所
(非主要)

変電所
(主要※1)

【コネクト・アンド・マネージによる早期連系】

※1:電源線を除く送電線が5回線以上の変電所 参考資料：National Grid “Connect and Manage Guidance”, 2013
DECC “Government Response to the technical consultation on the model 
for improving grid access”,2010

＜送電設備所有者＞
・信頼度低下と対策
・理由
・期間 等申請

承認 ＜系統運用者＞
・費用
・CO2削減量
・運用対策

【申請・承認】

※2:許容可能な信頼度対策工事を除く(N-2事故対応など)

工事完了

工事中



26©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

英国のコネクト・アンド・マネージ実績
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2,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015

陸上風力 洋上風力 水力 バイオマス

英国中西部

主に英国北部

累計容量[MW]

期間：2010.8～2015.3 本格運開済み除く

【コネクト・アンド・マネージ発電設備容量】

参考資料：National Grid “Connect and Manage Guidance”, 2013
National Grid “Report on the Connect and Manage Regime Interim Outturn 
Report”,2015

北部⇒南部の
送電容量不足

約170万kW
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� 計画段階：
¾ 系統接続は一定期間に一括検討
¾ 再エネ・火力ともに想定される稼働状況を考慮して増強
¾ 費用対効果で評価

(電源線は起因者負担。系統線はMWで発電者按分)

米国PJMの系統接続

（出典）METI「 再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」第4回資料1,2017年

【系統接続検討フロー】

※風力： 定格の13%、PV：定格の38%
火力等： メリットオーダーに加え、事故等の緊急時も考慮
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米国PJMの実運用

G1 G2

G3
G4 G5

【送電線Ｘの容量が不足する場合】

1円/kWh 2円/kWh

3円/kWh
4円/kWh 5円/kWh

送電線X

安価な電源(G4)を飛ばして
高価な電源(G5)が約定

� 間接オークションで混雑解消
¾ 取引は市場を介して実施
¾ 送電線の容量の範囲で安価な順に市場約定
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送電NW容量の有効活用
� 再エネは需要の少ないエリアに適地が多く、需要地までの送電容量確

保のためにNW増強が必要となることが多いが、時間とコストを要する
上に増強されたNWの稼働率は低下。

� NW容量の配分への市場メカニズム活用など、既存NWの利用方法
を工夫して導入余地を増やせる可能性。ただしルール変更にあたって
は既存のNW利用者が不利益を被らないための条件整備が不可欠。

� まず既存のNW利用を最適化した上で、便益が費用を上回る場合
に増強することが必要。

再エネ導入量が多いエリアでは再エネ出
力増加で限界費用（燃料費）が低下
するため、市場では再エネの少ないエリア
に向かって電気が流れる

燃料費：低

再エネ拡大

燃料費：高
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まとめ
� 低炭素社会実現には、電源の低炭素化と需要の電化の同時達成が

必要
� 電源の低炭素化の手段として効率的な再エネ導入拡大が重要
� このため、再エネの経済性確保に加え、送電NWの効率化（①柔軟

性確保と②送電NWの容量確保）が課題
¾ 広域的な調整力市場の創設と最大限の活用
¾ コネクト・アンド・マネージ（NW容量の配分への市場メカニズムの

活用など、既存のNW利用を最適化した上で、便益が費用を上回
る場合に増強）による効率的な送電NWの容量確保

� 再エネ導入拡大を推進していくには、その費用の確実な回収の担保
が必要。更に再エネ導入拡大に対するインセンティブ付与を検討して
はどうか


